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推造創活生心安

1.開    会

2.地域福祉推進市町村連絡会議 (平成 22年 7月 26日 、 27日 )報告

3.国土交通省 「賃貸集合住宅における拠点整備等に関する取組について」

4.「集合住宅 ロニュータウン型」地域福祉推進市町村の取組について

5.その他

6.閉    会

《醤己イ寸資本斗》

資料 1 安心生活創造事業推進検討会メンバー構成について
資料 2 地域福祉推進市町村連絡会議報告
資料 3 国土交通省資料
資料 4 横浜市資料
資料 5 論点整理
参考資料 1 安心生活倉J造事業の概要
参考資料 2 地域福祉課長通知「市町村地域福祉計画及び都道府県地域福祉支

援計画の策定及び見直し等について」



安心生活創造事業推進検討会構成メンバー

安心生活創造事業推進検討会

第3回 H22.9.101   資料 1

1.推進検討会委員

1 井上英之 慶応義塾大学総合政策学部専任講師 7 小田切徳美 明治大学農学部教授

2 土屋幸巳 富士宮市福祉総合相談課参与 8 中村美安子 神奈川県立保健福祉大学社会福祉学科准教授

3 永田久美子 認知症介護研究・研修東京センター副部長 9 野中博 医療法人社団博腎会野中医院院長

4 林 芳繁 全国地域包括・在宅介護支援センター協議会会長 10 前田和彦 高知県産業振興推進部地域づくり支援課課長補佐

5 宮城 孝 法政大学現代福祉学部教授 村田幸子 福祉ジヤーナリスト

6 森 貞述 介護相談・地域づくり連絡会代表 12 和田敏明 ルーテル学院大学大学院教授

2.オブザーバー

1 厚生労働省健康局総務課地域保健室

2 厚生労働省老健局振興課

3 厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課地域移行・障害児支援室

4 厚生労働省社会・援護局総務課

全国社会福祉協議会地域福祉部長 野崎吉康

C 中央共同募金会企画広報部長 島村糸子

7 日本生活協同組合連合会福祉事業推進部長 山際淳

8 全国労働者共済生活協同組合連合会経営企画部国際課課長 横溝大介

9 財団法人さわやか福祉財団政策提言プロジェクトリーダー 加藤昌之



安心生活創造事業推進検討会

第3回 H229101   資料2

平成22年度地域福祉推進市町村連絡会議日程表

月 日 時 間 内  容

1日 目

7月

26日

(月 )

13:00 開会

i3100-13:10 社会・援護局長挨拶

13:10-13:15 事務連絡

13:15-13:45 行政説明 (厚生労働省 )

13:45-15:45 パネルディスカッション ～安心生活を生涯継続するために～

・コーディネーター:ルーテル学院大学大学院教授 和田敏明氏

・パネリスト:秋田県湯沢市 福祉保健部福祉課福祉施設法人化推進室参事兼室長 佐藤博氏

大阪府豊中市社会福祉協議会 地域福祉課長 勝部麗子氏

横浜市栄区公田町団地自治会 会長 大野省治氏

(株)ヤマト運輸 クロネコメンバーズ戦略部部長 佐藤英明氏

休憩:
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関係団体の取組説明

・全国社会福祉協議会 地域福祉部長 野崎吉康氏

・中央共同募金会 企画広報部長 島村糸子氏

・日本生活協同組合連合会 組織推進本部福祉事業推進部部長 山際淳氏
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関係省庁の取組説明

・総務省 地域力創造グループ地域自立応援課課長補佐 徳大寺祥宏氏

・国土交通省 住宅局住宅総合整備課住環境整備室企画専門官 武井佐代里氏

・経済産業省 商務情報政策局商務流通グループ流通政策課課長 高橋直人氏
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事務連絡

18:30～ 情報交換会

2日 目

7月

27日

(火 )

9:30-13:30
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テーマ別分科会

分科会の進め方について(厚生労働省から説明)

各市町村の現状説明(各市町村5分程度)

質疑応答・意見交換・論点整理・発表内容のまとめ

※各グループごとに適宜1時間の休憩
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13:30-14:30 各分科会からの発表

14:30-15:00 総括 :神奈川県立保健福祉大学 中村美安子氏

15:00 閉会



1   平成22年度
地域福祉推進市町村連絡

:会
議報告

パネルディスカツションでの和田先生のまとめ

○安心生活創造事業は、対象者を掘り起こし、さらに有償の仕組みを導入することに
ようて、新しい利用者と新たな担い手を掘り起こしている。
○新しい仕組みを創り出す創造的な事業であり、利用者のニーズに基づいて取組む
事業である。
○行政、社協、住民、専門職、民間企業がそれぞれの立場で力を活かし合つて取組む
事業である。

総括コメントでの中村先生のまとめ

○地域福祉関係者の関心は、担い手の育成や仕組みづ〈りに重点が置かれやすく、
利用者について丁寧に把握する視点は弱くなりがちであるも
○安心生活創造事業は、必要な基盤支援をしつかり提供できるように、利用者の視点
から、地域のサポートを再構築しようとする事業である。
○そのためには、利用者をよく知ること、利用者像を豊かに持てるようにすることが重要
で、担当者は自ら利用者を訪間する機会をもつなど、常に利用者の二ニズに敏感に
反応できるようにすることが必要であるも



安心生活創造事業推進検討会

第3回・H22.9.10 1    資料3

鶉晰憫鰊鼈魃蒻鰊儡祠魃儡顆魃

鰤鯰儡躙儡聰輻莉下

平成22年 9月 10圏

国土交通省住宅局

哨:自土交通省
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PPPによる公的賃貸住宅活用製「高齢者の住ま賠ヽ』の供給促進

公的賃貸住宅の既存の住棟や、建替え事業等により生じた土地を活用し、
医療・福祉・住宅関係事業者が連携して、団地や周辺地域の高歯含者世帯を
対象にした「高齢者の住まい」の供給をPPPにより促進。

PPP

公的賃貸住宅管理者 医療・福祉・住宅事業者

土地・建物の提供

ヽ
―
―
―
ノ

ス
ー
ノ不

〆
―
―
ｌ
ｔ

■公的賃貸住宅の活用のタイプ

既存住棟の

再生・改修
タイプ

具体事例 :

ルネッサンス計画2
大阪府営御池台2丁目住宅

既存の住棟を再生・

活用して、高齢者の

住まいや医療日福祉

施設等への転用

建替え事業等
により生じた
土地活用

タイプ

具体事例 :

アートヒル高根台

シティ,コートニ子玉川
熊本県営健軍団地

建替え事業により
生じた土地を活用し、

高齢者の住まいや

医療・福祉施設等を誘導

3



既存住棟の再生・活用タイプ (具体事例①:UR住棟ルネッサンス事業)

<∪ R団地:多摩平(東京都日野市)・ひばりヶ丘(東京都東久留米市口西東京市)・東綾瀬(足立区)>

・居住者が移転した後の住棟について、住棟単位で民間事業者に譲渡又は賃貸。
・民間事業者の創意工夫により多様な住宅や子育て・高齢者施設等として再生口活用。
・多摩平団地、ひばりヶ丘団地、東綾瀬団地にて事業提案募集を実施。既存住棟の活用により多世代
の交流・共生を目指した提案が多数。

<UR住棟ルネッサンス事業のイメージ>

新たにエレベータニを設置

|(1階をデイサービス施設や保育スペース等へ転用
(団地や周辺地域の住民が利用 )

′

団地の緑豊かな空間
4※バ…スは、イメージの一つであり、現行の関連法令で可能な範囲での改修に限る。



菫替え事業等によび生じた土地活用タイプ(具体事例①睡高根台つどじヽの家)

<UR団地,アートヒル高根台(千葉県船橋市)>

・UR賃貸住宅団地の建替えによつて生じた土地を民間事業者に譲渡し、高齢者専用賃貸住宅、
介護施設等を整備

<施設概要 >

1皐営東重藝皇拿|1竃」臨 L畠計槙多機能型言宅信■ルプホ■=■||■ | |||‐  ‐ ‐|||‐ ■||■ ‐ ||‐■ ■‐|■ |■ |||■ |■ ||||■ |■ ||

<団地諸元 > <施設関係諸元 >
○敷地面積 :44.7 ha        ・事業者  m生 活科学運営
○従前管理戸数 :4,608戸       口敷地面積  約3,610ぷ
○管理戸数 :2,822戸 (平成20年度末) ・延床面積  約3,451ぶ

口構造規模  RC造 、5階建
・開設時期  平成21年 6月

フロア構成

15燿 lo富

14賠 11冨 高専賃(自立勤

13賠 11壺

.コ リ虻 ハr_1昔 詰 ― /ス墓 硼

暉

"」

li lII‖ f"た めの

●ゲ1し―ゴふ―ム
●」l規輌多鴨蹴登層

=介
極:泊まり♪

erJI規樺多機能聖居宅■重(通ぃ〕
‐駆誨問倉謳事業所
購居毛倉謳支援事業所

嚇黛掌 翻多目的スペース
|       ‐

蠍|

1  2階     ｀

☆自治会要望による多目的スヘ
゜
―スの設置

☆地元配食事業者を自治会へ相談し誘致
5

al議 2謳 喜専賃ヽ介護動  ●

高根台つどいの家外観



建替え事業等により生じた土地活用タイプ(具体事例③:健軍くらしささえ愛工房)

<熊本県営住宅:健軍団地(熊本市)>

百建替えとあわせて県営住宅の1階に地域の福祉・交流拠点「健軍くらしささえ愛工房」を整備。

・NPO法人による地域居住支援など、地域住民とのパートナTシップにより運営。

<健軍団地 1階平面図>

介護相談、生活相談、

子育て相談等の総合的

な相談窓口

障害者が働く喫茶・

軽食サTビス事業

高齢者の|デイサ■ビス|

夜‐間■時預かり|■  ||
配1食サ■ビス|‐ |■■■

子1育|て1支援|や1子1育ち
支1援

'苦

動|の1実1施■■

琲 ゴlM

6
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嵩鶴覆等麟性颯懺薇朧骰畢儡鰊絋木疇鱚趙

念鱚隋わと薇謳亦瀧

高齢者・障害者・子育て世帯の居住の安定を確保するための先導的な取組を行う事業者に対して国が直接助成

(平成22年度予算 :160億円)

B-1生活支援サービス付高齢者専用賃賃住宅部門

生活支援サービス付きの高齢者専用賃貸住宅の整備

B…2ケア連携型パリアフリニ改修体制整備部門

ケアの専門家と設計者・施工者の連携体制により
行われるバリアフリー改修及び体制整備

B-3公的賃賃住宅回地地域福祉拠点化部門
公的賃貸住宅団地の福祉拠点化に資する高齢者
生活支援・障害者支援・子育て支援施設の整備

8

A-1-般部門

ハードロソフトにおいて先導性の高い提案

(例 )

・先導性の高い高齢者の住まいの新築口改築
口協働型居住の試み
口高齢者への安心口見守リサービスの提供
・高齢者の住まいに関する情報提供・相言炎業務
口障害者世帯「子育て世帯の居住の安定確保に

資する取り組み

※選定された事業の助成期間は3年間



蒻儡晰鋏薇黎陶儡躙躙躙祓蘊曰儡饉鼈輻予削̈ 靱

余剰地

<要件>       :
○公的賃貸住宅団地内に高齢者生活支援施設等

又はグループホームを整備するものであること

○地域住民 (当該公的賃貸住宅団地居住者を含
む)に対して生活相談、介護予防等の取組又はグ
ループホームなど地域密着型のサービス提供を
行うものであること

○当該公的賃貸住宅団地の管理者が推薦した者で
あること(住宅管理者自らが公募する場合を除く)
※当該公的賃貸住宅団地の管理者は入居者募集
上の配慮、バリアフリニ化等に努めること
<オプシヨン>
○高齢者専用賃貸住宅、有料老人ホームを合
築・併設する場合は新築・改修費にも補助

<補助率>
○高齢者・障害者・子育て生活支援施設、

グループホーム、有料老人ホーム

新築1/10(上限1,000万円/施設)
改修1/3(上限1,000万円/施設)
※ただし、高齢者居住安定確保計画等に位置づけられる
高齢者"障害者日子育て生活支援施設については、補助
率を45%/補助限度額を、原則として、団地の戸数に
60万円を乗じて得た額又は1億円のいずれか少ない額
とする

○高齢者専用賃貸住宅

新築1/10(上限 100万円/戸 )
改修1/3(上限 100万円/戸 )

9



朧躙購攀麟悔雉吻褥鼈脩蜆蝙 MM鰈鉤《膠隋魃扁》
海浜ニュ〒タウン団地のリフォームによる居住安定化
リフォーム相談等の事業を展開をするNPOが、低コストのバリアフリー改修をモデル的に行うとともに、リフォームと
生活支援サービスの検証、住宅相談会や住宅関連講座等の情報提供を行う。

■事業実施予定地 千葉市美浜区高洲口高浜地区を中心とする住宅地 回代表提案者 NPOちば地域再生リサーチ
目予定事業期間  平成22年度～平成24年度

床・壁・天丼の

'飛

張りによる保 ,

段差の低し`浴

― ―

玄関から丸見えの間取 LJ=二 :

び壁面のパ

be10fe

トヽイレ

居室の保温



剰躙脩鮨鰈薇巫躊褥鼈靡蜆躙 瑕吻陽幼《鼈輻魃舅》

泉北ほつとけないネットワークお新近麟住区
まちづくり活動を行うNPOが、高齢化が進む大都市近郊大型団地において、空き店舗・住戸を改修し、
サポート付き住宅と地域住民も対象とする配食センターヨ24時間支援センターを整備する

`情
報端末等

を用いて、地域のネットワーク化を図り、生活支援サービス等の検証を行う。

■事業予定地  大阪府堺市南区槙塚台校区
□代表提案者  NPOすまいるセンター
囲予定事業期間 平成22年度～平成24年度

●・市 介 :1保 1嗅お1
'大 阪 府 イユ宅 まちづ くり部
大 阪 府 営 イキ宅

ふ 研 究 室 生 田 研 究 富

泉北 二 ,1-タ ウン 学 会
11■ L呂

`会
rキ 環 境 部会

d地 壇 団 体
L田■ロクラフ

せんはく燿.t者作業所
生活支据サーヒスたんlIに
ヘルスサホートひまわり

ョ行 政          b専 門 機 関

摯 i卜 泉北ニュータウン再生宝    大阪:|二人学生活 11学研究 rJ

c自 治 会 、委 員 会

1■塚台 1交区褐祖奏員会
技区 福祉≡ tl会 (民生姜■ ,

み 7.みかゼスマイルね つと
:堺 ■南区

7~■
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塚 c.助 け合いネ ント

在宅 F摩ネットワーク   はか

泉 Jヒニユータウン組織連携

Ⅲti警蓼ゝ



爾躙機欝購薇鋏同鶉蘊絡颯麒 餞謳鰺昴《―鰈莉躊》

瑕事業予定地

鱚事業概要

東京都東久留米市

大都市近郊の大規模団地において、既

存集会所を改修し、団地自治会が、見守

り口助け合いの拠点整備を行い、配食に

よる高齢者の見守り、寺子屋による子ど

もの見守り、1多世代交流、助け合い活動

による日常生活支援と社会参加の機会

づくりにより、高齢化が進んだ大規模団

地の住民自身による地域の活性化を図

ろうとするもの。
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舅輻欲瘍浙脩蟷同褥靱颯饉蛛 鰈謳陽栃い躊鼈躙財》

見守り安心ネット公田町プ回ジエクト

神奈川県横浜市の公田町団地において、URが団地住民 (地元NPO)を主体とした団体との連携
により、継続的な見守り推進体制を構築するもの。安心居住及び地域の活力向上活動や孤独死予
防等のための見守り,舌動を実施するとともに、その効果を検証する。

目事業予定地  神奈川県横浜市
囲代表提案者  (独 )都市再生機構
囲予定事業期間 平成21年度ん平成23年度

叢草目告

聞き夕ヽ出センサー

玄闊 トアのいmを 1受■,tノます

2つ の ● ン リー を杞 合 にす うこ と に

よ つて夕1出 スけ‖宅を判断しよす .

居室には人嘔センリーの lllに りf
コン検知センサー又は,1(明 llダ 0ヒ

ンサーをあわせて取り付けよす .

ン、かりくと,1知 tフ議す

テレビのリモコン等の使用て検 ,コ
します .

|1晩をつ ,る とい ,コ しま,

_  tノ サ  |

111111
1■貪知範囲
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爾躙麟導購轍鰊菫儘鰈緑鰺絣 鱚謳鰺渕
公的賃貸住宅団地

公的賃賞住宅回馳(伊丹西野第5儘宅 )障害者向グループホーム

県営住宅団地(1棟 16戸 )のうち、4戸を改修し、障害者向けGHとして使用。

■事業予定地 :兵庫県伊丹市

■代表提案者 :社会福祉法人いたみ杉の子

■予定事業期間 :平成22年度～平成23年度

■改修内容
・浴槽の改修
口給湯機器、空調設備の設置

※1ケアホームあたり定員4～ 5名

既存建物 1階平面図



腑躙蠅黎躙晰勒謳褥魃麒陽鼈儡眈咆糀盪り,蒻勒

沐ケ趾胤

「

プ綸

平成22年 7月
事業説明会の開催 (7月 16日 ～全国6都市)
提案申請書電子ファイルダウンロード開始 (httpi〃 iog― model.jp/)

平成22年 8月 高齢者等居住安定化推進事業の提出期間(8月 2日 (月 )～ 8月 31日 (火 ))

平成22年 10月 頃 平成22年度第2回高齢者等居住安定化推進事業の事業選定

問い合わせ麓 (ファクシミ膨買輯鸞予〆TF鰤 )
高齢者等居住安定化推進事業評価室

FAX:03-6268-9029   E―mail:model@swrC,CO.jp

提出焦
〒101-0051 東京都千代田区神田神保町3‐25精和ビル6階

高齢者等居住安定化推進事業評価室 気付

平成22年度高齢者等居住安定化推進事業評価委員会事務局 宛
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安心生活創造事業推進検討会

第3回 口H22.9.10 1    資料4

横浜市におIする安心生活創造
事業の取組こ課題

横浜市健康福祉局福祉保健課

戸矢崎 悦子

N YOKOHAMA



日の説明内容

1横浜市としての取組    ‐
基盤支援候補世帯名簿の作成

2モデル地区の取組から
(可 )旭区旭北地区 (ニュータウン)
(2)栄区公田町団地 (集合住宅)

3課題
地域の自主財源確保
個人情報の取り扱い(地域への提供 )

畠

1-



横浜市としての取組
基盤支援候補世帯名簿の作成

原則1:基盤支援を必要とする人々とその二■ズを把握する

住民票の情報と連動した2つのシステムを活用
①福祉5法システム(老人福祉法、児童福祉法、母子及び寡婦福祉法、
身体障害者福祉法、知的障害者福祉法、精神保健福祉法―・48事業)
②介護保険システム

候補者の絞込みまで

約3か月を要する
(関係部署の了解
からデータ加工まで)

【対象者条件】
20歳～39歳 世帯人数1名かつ精神保健福祉手帳有りのみ
40歳以上 世帯人数1名または2名すべて
【情報項目】   :
氏名、住所、性別、生年月日、世帯人数、世帯主名、65歳以上のみの世帯
電話番号 (情報があれば)、 要介護度 (開始自～終了日)、 介護保険番号
身体嗽目的・精神障害者手帳の有無(有ち等級)



候補者として・・・

旭北地区 栄区公田町団地

対象者条件に合致 対象者条件に合致

6,582人
(抽出人数全体の28:7%)

うち65歳以上のみの世帯

にすると二・・半減

3,444人
(抽出人数全体の15.0%)

1,061人
(抽出人数全体の54.4%)

うち65歳以上のみの世帯

にすると:・ 口半減

545人
(抽出人数全体の28.0%)

(情報提供の同意がまず必要)
確認まで手が回らず―・

委託事業者への情報提供が進展しにくい
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(1)旭北地区
旧ニュータウン

(2)公田町団地
集合住宅

本事業以前から、地区の見守り
体制づくりのあり方を地域と行政
で検討し、取り組みがされていた
2地区

-4-



2モデル地区の概要
(1)旭区旭北地区(1日ニュータウン)

最寄駅 :本目鉄線鶴ヶ峰駅 (横浜から快速11分 )

鶴ヶ山祭からバス和l用

旭台行き:45本/日 (11分 )
ひかりが丘・中山行き:13可 本/日 (17分 )
横浜動物園行き:43本/日 (10分 )
今宿ハイツ循環 :54本/日 (10分 )
*バス停から徒歩10分程度の居住者が多い8

一父通

-5-



・ 人 口 :18,905人

・ 世帯数 :7,605世帯
,高齢化率 :22%(、21年 9月 )
・ 24の 自治会が活動島旭北地区連合自治会

以下はあくまで推定

・ 高齢一人暮らし世帯600世帯 (推定  80/o)
・ 高齢二人暮らし世帯870世帯 (推定11.4%)

-6-



旭北地区の概況まとめ

・最寄り駅から自宅まで20～30分
・大手企業の開発による丘陵戸建住宅地

・高齢化が進展(旭区平均より高いところも)

・旧住民と新住民の混在

・坂道t階段が多い

甲商業施設は幹線道路沿いに集中

・広い市街化調整区域

-7-



NPO法人「たちばな福祉会」
H16年度かヽら地域に根ざした助け合い活動、

拠点運営、介護保険事業を実施   :
※買い物支援・・由介護保険事業との違いが見
出しにくい

理事長は連合町内会長、地区社協会長も務め

ている

※民生委員・児童委員への依頼がスム=ズ

-8-



NPOたちばな生活サポTトセンター

○子育て広場

約 10～ 15組の親子が交流

○防犯活動

○防災活動

、O安心生活支援拠点/
事務所機能 (本目談対応)

l~

月～金曜日 9時～17時

小さいけどフル稼働ι



原則1:基盤支援を必要とする人々と

そのニーズを把握する

民生委員が把握する対象者候補 (可能性も含
む)にチ■フが同行訪間を実施中6

約160件訪間(H22.7月まで)

他都市で地域包括支援センターの経験
を有する社会福祉士(1名 )

購牌め裁いて1

こIIE融避
お受1オ'します

デiトヨL=砥 Jコ 'li=l・樹・111 LEニギ竜1薫丁

ri中 1..ギ 1下降     ¨
暉‐軽riヴ■ビ1■

.霊
1・ :骨i母事が±1頭藤11=下ぃ

√手1.「i=:.藤L.lL.11■.雨 Ta
二10-



原則2:基盤支援を必要とする人が
もれなくカバ■される体制をつくる

◆地域住民主体の NPOが行政と協働で基盤支援を実施
・チーフロ訪間員の雇用、訪間調査 →実施中 ′

甲買物支援はNPOを中心に実施
→他NPOによる買い物代行サービスも含め紹介予定
【背景】
同法人での買い物支援では、介護保険事業者との違いがわかりにくい

(1事業者が独占しているように誤解されるおそれ)
地区日商店街にて朝市としての取組がすでにある
ス■パー、商店など地区内に点在 (青空市のような取組が難しい)

拠動活知周報
　
難

広
　
困

の
　
が

ヘ
　
チ

民

　

一

付
　
確

取
　
二思
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2モデル地区の概要
(2)栄区公田町団地 (集合住宅 )

交通

最寄駅 :JR大船駅 (横浜から15分).

大船駅からバス利用

公田団地行き:60本/日 (15～20分 )
※団地内 バス停2か所

丘陵地■帯が団地のためt随所に坂がある。

-12-



人口 :2,055人

世帯数:1,100世帯

高齢化率 :271.5%(21年 9月 )

高齢一人暮らし世帯 183世帯 (16.7%)

● 33棟 (すべてエレベータなし)
全可,160戸 築40年余りの建物

-13-



「NPO法人お互いさまねつと
公田町団地」

栄区公田町団地の町内会役員、民生委員、ボ

ランティア等の地域住民が発起人となり、地域
のつながりの再生を目指して、平成21年 9月 に

発足。現在、会員は約130名

理事長は自治町内会長を務めている

理事の中には民生委員・児童委員がいる。

※民生委員・児童委員への依頼がスムニズ

地域ケアプラザの所長が監事。
-14-



多目的交流拠点「いこい」

厚生労働省 (地域介護・福祉空間整備等
交付金)を活用し、平成22年4月 に開所。

① 安 心 センタ
ニ
(見守りとセンサニ感知1青報を管理)

②買い物支援

③見守り・交流(サロン) 面]牙責:216。 48ピ

④ミニ食堂

(見守りを含める)

月曜～日曜 (本曜休み)

午前10時から午後5時まで
-15-



原則1:基盤支援を必要とする人々と

そのニーズを把握する

◆ニニズ のための訪購

NPO取得以前の自治会活動で見守り希望者
を調査。現在、NPO法人として再度アプロー
チしt同意確認中。

高齢者施設の経験を有する社会福祉士 (1名 )が「いこい」
開設時間内に常駐 (木・日除く)し、相談や必要時、訪間3
地域ケアプラザとの連絡は、毎日立ち寄り報告。
連携がスムーズである。

月1回 区福祉保健センター

職員と定例会



原則2:基盤支援を必要とする人が
もれなくカバーされる体制をつくる

◆地域住民主体のNPOが行政と協働で基盤支援を実施
・チーフ・見守り支援員雇用、訪間・見守り実施中       |

・買物支援はNPOを中心に実施
◆日常生活用品の物販

お米、トイレットパーパー、洗剤、地方の名産品など

※利用者の声を聞きながら品目選定、若千の利益を乗せて販売

◆青空市 (毎週火曜日)

弁当、惣菜、野菜、牛乳(注文販売)など※若干の利益を乗せて販売

希望者には自宅まで配達。

〈ヨ智轟 翼窪喜呈堤導   
取付け、地域住民への麟 調 知活動拠

→リストアップは完了だが・甲・同意確認のアプローチが困難

-17-



2地区の活動を通じての気づき
◆地域住民、NPO法人の見守る対象者
(本人からの同意はなくも)気になる人は、すべて見守りの
対象者6新たな対象者を把握。

見守りは、気持があれば誰でもできる。

孤独死は防げないが、孤立や長期間の放置は防げる。

◆ニーズがあれば即t検討          |
日用生活品、青空市の品物は、利用者の声から検討・販
売・実施

^(食品・生活衛生面の許可申請等を区福祉保健センターヘ
相談、調整)

-18-



3

(1

題

地域の自主財源の確保

原則3:安定的な地域の自主財源の確保に取り蕊 11

非常に難しい

運営費を補てんする継続的な財源がない

(二時的な小金を確保することは模索中)
-19-



財源確保の取組例

(1)NPO法人会費収入 年間2千円X130人
(2)賛助会費 二口1万円×5口 (以上)
(3)多目的拠点「いこい」での物販

米、トイレットペーパー、地方の名産品などを、若干の利益を乗せて
販売

(4)「いこい」での単発イベント等の貸しスペース代 随時価格設定
(交渉による)   .
(5)「いこい」喫茶売上げ  コーヒTl杯 100円
(6)「いこい」自動販売機売上げ 2台設置
(7)取材協力費の徴収  (検討中)
.視察・調査研究等の取材時に説明を求められた場合

(8)「あおぞら市」での物販

毎週火曜日に弁当、野菜等を、若干の利益を乗せて販売

(9)募金箱の設置
-20-                                    ′



地区社会福祉協議会の会費及び

共同募金の地元還元の難しさ

会費

・自治会費の徴収とともに

会費の徴収が圧倒的

(自治会加入率の低下 )

共同募金

・地域の既存活動の財源

・1地区(団体)への

多額還元には難しさあり

参考 :よこはまの地区社会福祉協議会活動 H21年度版から
1地区社会福祉協議会

平均収入 1,744,656円 (H19比較 ▲377554)

【内訳】一部のみ抜粋
市社会福祉協議会補助金 50,000 区社会福祉協議会補助金 398,312
自治会・町内会からの助成金 108,675 地区社会福祉協議会独自会費 182,511
区社会福祉協議会会費還元 159,027  その他助成金等 50,682
収益費(バザーなど)60,023 前年度繰越金 573,552  ほか

-21-



3i
(2)

題

◆あくまで、本人の同意が前提

例 既存事業における課題

本人同意の上での「一人暮らし高齢者等への定期訪問」の継続が難しい

【環境の変化】
1対象者である高齢者(65歳以上)の増加
2訪間以外の手法による地域の見守り活動が増加
3個人情報保護への配慮から地域関係者に情報提供が困難
(結果、新たな対象者の把握ができない)

【事業見直しの理由】
1訪間を拒否する高齢者の存在
2新たな対象者が把握できず、訪問対象者が減少
3個人情報の配慮から複数の地域関係者による活動が困難
(民生委員・児童委員に負担)

個人情報の取り扱い(地域べの提供)

…22-



◆地域関係者やNPO法人などによる見守り
高齢単身世帯に対して、民生委員口児童委員や近隣住民によ

るさりげない見守り(※ )を実施したり、希望により定期的に訪間

して様子をうかがつたりすることにより、早めに必要な支援につ

なげることができる。

このことは親族や近隣住民にとっての安心にもつながる。

※「さりげない見守り」とは口・・

外出する姿を見かけなくなっていないか、ポストに新聞等がたまっていな
いか、洗濯物が出しつぱなしではないか、雨戸が開け閉めされなくなった
りしていないか、電気がつけうばなしになつていないかなど、意図的に対
面する戸別訪間以外の方法によるもの。

|モデル区でも―有効性は明ら力1こ■|

-23-



高齢になつて、マンションやアパT卜等に単身で転入する者
は少なくないため、近隣住民がその存在に気づかないこともあ
る。

行政から個人情報の提供がないまま、高齢者本人の「手上

げ」や地域住民の努力に委ねるだけでは、真に見守りが
な者を十分に把握できてはいない。

見守りが必要な対象者 (本人同意・不同意に関わらず)の情
報を個人情報の配慮が可能な地域の方に提供できないか。
(身近な福祉保健活動拠点での閲覧、台帳管理など ともに要検討 )

-24-



安心生活創造 ]|「業|イ[進検討会

第 3回 H22.9101   資料 5

第 3回推進検討会論点整理

<委員意見交換の柱>

○「集合住宅・ニュータウン」型の課題

(1)集合住宅・ニュータウンにおける対象者把握の方法

(2)集合住宅・ニュータウンにおける買い物支援の仕組み (商店街の活性化と地
元商店による宅配サービス等 )

(3)個人情報の共有化と見守り支援活動 (専門職間の個人情報共有と地域住民と
の連携 )

(4)見守り支援活動における担い手確保策

(5)地域の自主財源確保策

○「集合住宅・ニュータウン」型の強みを活かした取組み

(1)集合住宅・ニュータウン型地域の強みとは、①集会所等の拠点がある、②自
治会活動が活発である、③地域課題を地域住民も理解している、④課題を比

較的地域住民と共有化しやすい、⑤保健、医療、介護等の専門的サービスや

商店等の活用できる社会資源がある、等が考えられる。

(2)集合住宅・ニュータウンにおける課題への対応について、「地域の強み (良 さ・
特色)」 の視点から意見交換する。

(3)集合住宅・ニュータウン型地域ならではの取組とは何か
例 :①横浜市栄区公田町団地における買い物難民等を支援する「お互いさまネット

公田町町団地」の取組

②千葉県松戸市常盤平団地における「まつど孤独死予防センター」の取組

③東京都新宿区戸山団地「都市部における高齢化率50%超の団地」の取組
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安心生活創造事業の概要



「安心豊活創造事業」につもヽて
(平成22年度予算ロセーフティネット支援対策等事業費補助金240億円の内数 ,補助率10/10)

【目 的】
厚生労働省が選定する地域福祉推進市町村が、事業の3原則を前提として、ニ

人暮らし世帯等への「基盤支援」(「見守り」「「買物支援」)を行うことにより、一人暮
らし世帯等が、住み慣れた地域で安心・継続して生活できる地域づくりを行う:

※「基盤支援」:安否確認や生活の異常等の察知・早期対応といつた「見守り」、生活維持に不可欠な「買物支援」

【事業の3原則】
① 基盤支援を必要とする人々とそのニーズを把握する
② 基盤支援を必要とする人がもれなくカバーされる体制をつくる
③ それを支える安定的な地域の自主財源確保に取り組む

【特 徴】
本事業実施に当たつての制約は事業の3原則のみであり、各市町村は、自らの

きる。



基盤支援の対象者のイメージと対応の関係 (人口約1万人(1中学校区)の場合)

対象者の状態像 対象者数 (想定) 対応
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見守られる環境が整つている人

:ここでの対象者数は、一人暮らし高齢者について想定。内閣府「平成17年度世帯類型に応じた :

:高齢者の生活実態に関する意識調査」の数字を一人暮らし高齢者数に乗じたもの      :
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……………・■・2■
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ゾニン内がもれなくカバーされる基盤支援(見守リロ買物支援)

○ 地域では、住民や民生委員による見守りが行われている。

○ 今後は更に、基盤支援を必要とする一人暮らし世帯等の増加や、困難なケースに対応できる体制づくりが求められる。
○「安ib生活創造事業」は、住民や民生委員活動などでは対応できない部分を受けとめ、一人暮らし世帯等が地域で安心して暮らすことが
できるよう、基盤支援を必要とする人がもれなくカバーされる体制をつくるもの。

「安心生活創造事業」とその他の「見守り」の関係

「安心生活創造事業」
基盤支援を必要とする人がもれなく
カバーされる体制
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安心生活創造事業(tOn lan)の基本理念

【事業の三原則】
① 基盤支援を必要とする人々とそのニーズを把握する
② 基盤支援を必要とする人がもれなくカバーされる体制をつくる
③ それを支える安定的な地域の自主財源確保に取り組む

《基盤支援サTビスの理念》
基盤支援サービス ム 見守り・買物支援

基盤支援とは、悲惨な孤立死、餓死、虐待などを予防する生活 (生命)維持のための最低支援

《基盤支援サービスの対象者》

高齢者、障害者のみならず、地域から孤立する可能性があり、定期的な基盤支援が必要なすべての者・世帯

《ニーズの把握》

高齢者t障害者に限定せず、基盤支援サービスの対象者日世帯を徹底的に把握

《マップづくり》                              ′

行政及び基盤支援サービス提供者が対象者情報を共有するためのマップや台帳等を作成

《基盤支援サービスの提供》
把握した対象者・世帯へ“もれなく"基盤支援サービスを提供する体制を構築し、実施
※ 地域住民、自治会、民生委員、ボランティア等の参加による日常的見守り体制の構築を含む

《自主財源の確保》
国庫補助3年経過後には、国庫補助以外の自主財源で事業を安定的口継続的に運営

悲惨な孤立死、虐待などを1例も発生させない地域づくり
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安心生活創造事業・新しい地域福祉社会づくり
0公 的サービスの限界
・少子高齢化、核家族化、団塊世代の高齢化等により、高齢者等の生活支援ニーズは今後さらに増加・多様化
(例 :高齢者のみの世帯の電球交換、ゴミ出し、見守り、生活必需品の買い物など)

・高齢者、障害者、低所得者など各種制度では対象者や対象サービスを定めることが必要であり、基準に該当しないニ
ーズヘの対応をどうするか
(例 :介護報酬対象サ=ビスや要介護認定など)
,少子高齢化社会において支える力(財源コマンパワー)は減少
(稼働年齢層と高齢者層は1対 1へと近づく)

→ 公的サービスで全て対応することは不可能であり、また、適切ではない

0善 意の支え合いの限界
・地域住民相互の見守り,生活支援は極めて大切であるが、善意の支え合いには継続性・安定性に課題がある
→ 善意のもれにより発生する事件をも未然に防止することが、安心生活を継続できる地域の条件
(例 :もともとサロンに顔を出さない人の孤立死、地域と交流しない世帯での虐待、善意の支援者が倒れた時の代替など)

O「安心生活創造事業」による対応
安心生活創造事業では、
日高齢者や障害者などあらかじめ対象者の線を引かず、基盤支援 (見守り・買い物支援)対象者をもれなく把握・支援
口従来からある地域の見守りや生活支援とも連携し、例えば善意だけでは対応できない部分を補完する基盤支援体制を
構築

・善意によらない支援には、一定の金銭的関与も必要であり、地域の自主財源確保も必要となる
・すなわち、行政と地域住民やボランティア等が協働する新しい地域福祉社会 (新しい公共)を構築
(あわせて、団塊世代等の地域活動への参加促進策にも取り組む)
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品暮∴:二ご11品ルニ

`

基盤支援(見守り:買い物支援)

・巡回訪間による見守り,相談・援助

・生活必需品の買い物支援

=宅配サービスの注文や支払い支援

・地域住民による日常的見守り

利用料収益
利
用
者
の
買
い

物
支
援
要
望
等

を
取
り
ま
と
め

注
等

1ゾーン:人口約1万人(1中学校区)など 主任 (チーフ)※社会福祉士等

二人暮らし世帯等

第4のポケット
地域福祉応援フアンド
来共同募金等

(税制優遇の活用)

地元商店尊からの寄付金
地元商店

地元企業
oo―op,等○訪間販売、宅配等の広報や注文・支払い

支援を行い、商店の収益増の一部を寄付
○サービス提供の対価を地元商店の商品券で支払い、

'

商店の収益増の一部を寄付
○「安心生活創造事業グッズ」を指定又は開発し、販売収
益の二部を寄付
○共同募金等の税制優遇活用による企業寄付金の募集

○地域内における基盤支援サービスの運営資金のため、
各世帯に寄付(1世帯 1コイン)の協力依頼

○遠方の家族からのふるさとサポート募金やふるさと納税
の口乎びかけ
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安心生活創造事業・地域福祉推進市町村について
市町村と国とが協働して地域福祉推進に取り,組むため、モデル事業の実施やその効果の検証、地域福
祉推進ネットワークの形成、意見交換、先駆的取組の情報発信等を行う。
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日常生活自立支援事業、成年後見制度等の援助内容口範囲 (現状)

食事の作り方、薬の

管理の仕方、障害受
容の支援等

日用品の購入の相
談援助、家族関係の
調整等

銀行等からの生活

費の出し入れ、通帳、
印鑑の預かり等

介護保険の利用

申請、利用料・入
院費等支払い等

遺産分割、賃貸借契
約の締結・解除、財
産処分等

本人の判断能力
活自立支援事業でも、

事ではないが状況
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数31.390人
年11月 末'現在 )

近隣pささ

(課題 )・ 日常生活自立支援事業から成年後見への移行に当たり、対象者との信頼関係の再構築等の支障が生じていること。
・弁護士等専門職後見人は、福祉・介護サービス利用契約等の身上監護を行うことが少なく、身上監護のニーズに対応する体制が不十分であること。
・身上監護を担う期待が大きい市民後見人は、財産管理に当たリー定のリスクを伴うこと。
口体制が不十分であるために、対象者の把握も消極的な状況が見られ、ニーズが埋もれている可能性があること。
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市町村社会福祉協議会等が行う法人後見についての検討

一ロ

食事の作り方、薬の

管理の仕方、障害受
容の支援等

日用品の購入の相

談援助、家族関係の
調整等

銀行等からの生活

費の出し入れ、通帳、
印鑑の預かり等

介護保険の利用

申請、利用料・入
院費等支払い等

遺産分割、賃貸借契
約の締結・解除、財
産処分等

本人の判断能力

弁護士等専

後見lt十峙

安
心
生
活
創
造
事
業

協等に 録し監督を受け

近隣のささ

高齢者、障害者等が、判断能力が不十分であつても、必要な福祉・介護サービスを適切に利用しながら
住み慣れた地域で安心して生活できる支援体制を構築するため、市町村社会福祉協議会等が組織として対
象者の生涯を通じた支援を行う法人後見について、事例把握等の検討を行つているところ。
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安心生活創造事業推進検討会

第 3回 H229101  参考資料 2

社援地発 0813第 1号
平成 22年 8月 13日

各都道府県民生主管部 (局)長 殿

厚生労働省社会・援護局地域福祉課長

市町村地域福祉計画及び都道府県地域福祉支援計画の策定及び見直し等について

市町村地域福祉計画及び都道府県地域福祉支援計画については、社会福祉法 (昭

和 26年法律第 45号 )、 「市町村地域福祉計画及び都道府県地域福祉支援計画の

策定について」 (平成 14年 4月 1日社援発第 0401004号 厚生労働省社会・

援護局長通知)及び「市町村地域福祉計画の策定について」(平成 19年 8月 10
日社援発第 0810001号 厚生労働省社会・援護局長通知)により策定及び実

施 (進捗管理、評価及び見直しを行うことを含む。以下同じ。)が行われていると

ころであるが、平成 22年 3月 末日現在の市町村地域福祉計画及び都道府県地域

福祉支援計画の策定状況等について調査 した結果、約半数の市町村 (特別区を含

む。以下同じ。)において策定を終えていないなど、策定状況は依然として低調で

あることが明らかになつたところである。

また、今般、全国各地でいわゆる高齢者の所在不明問題が発生し、地域社会の

つながりの希薄化が改めて明らかになり、少子高齢化社会における高齢者等の孤

立が憂慮されるところである。

市町村地域福祉計画及び都道府県地域福祉支援計画は、住民参加の地域福祉体

制を構築し、高齢者等の孤立の防止にも対応可能な、地域住民が安心できる生活

を継続するための地域づくりに資するものと考えている。

貴職におかれては、この趣旨を踏まえ、次のとおり、改めて市町村地域福祉計

画の策定及び実施について管内市町村への支援 口働きかけの強化をお願いすると

ともに、都道府県地域福祉支援計画の策定及び実施を適切に行つていただくよう

お願いする。

なお、この通知はヾ地方自治法 (昭和 22年法律第 67号)第 245条 の 4第
1項の規定に基づく技術的助言に当たるものである。



1.市町村地域福祉計画の策定等について

(1)市町村地域福祉計画を未策定の市町村について

市町村地域福祉計画については、平成 22年 3月 31日現在で、約 51%
の市町村が策定を終えていない状況にあることから、改めて市町村地域福祉計

画の策定を終えていない市町村に対する支援 口働きかけの強化をお願いする。

(2)市町村地域福祉計画を策定済みの市町村にっいて    ‐

既に市町村地域福祉計画を策定済みの市町村については、当該計画の内容

について、高齢者等の孤立の防止や所在不明問題を踏まえた対応に当たり有効

な計画内容となっているか等について点検し、必要に応じて計画の見直 しを行

う等の対策を講じるよう支援 口働きかけをお願いする。

21都道府県地域福祉支援計画の策定等について

(1)都道府県地域福祉支援計画を未策定の都道府県について

都道府県地域福祉支援計画については、平成 22年 3月 31日 現在で、 1

0の都道府県が策定を終えていない状況にある。

都道府県地域福祉支援計画は管内市町村の市町村地域福祉計画策定及び実

施を支援口促進する観点から極めて重要であることから計画の策定を速やかに

行うようお願いする。

(2)都道府県地域福祉支援計画を策定済みの都道府県について

既に都道府県地域福祉支援計画を策定済みの都道府県においては、市町村

地域福祉計画と同様に、高齢者等の孤立の防止や所在不明問題を踏まえた対応

に当たり有効な計画内容となっているか等について点検 し、必要に応じて計画

の見直しを行う等の対策を講じられたい。

3.市町村地域福祉計画及び都道府県地域福祉支援計画の策定状況等に関する調
査について

市町村地域福祉計画及び都道府県地域福祉支援計画の策定状況等については、

本年 3月 に調査を行つたところではあるが、改めて各自治体の対応状況を把握

するとともに、優良事例を把握 し、今後、国の支援策として情報提供したいと

考えている。

ついては、別紙の調査を行うこととしたので、ご協力をお願いしたい。

貴職におかれては、都道府県地域福祉支援計画について回答していただくと



ともに、管内市町村の市町村地域福祉計画の策定状況等を調査 口集計の上、 9

月 3日 (金)までにご提出いただくようお願いする。

なお、今回の調査結果等を踏まえて、優良事例として公表する場合には、改

めて、詳細な事例の提出をお願いするので、該当した場合にはご協力いただき

たい。




